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令和３年度 事業報告書 

Ⅰ 概   要 

令和３年度は、公益財団法人として、法人目的である社会福祉に係る非営利の法人活動の促進と充

実を図り、共済積立金の堅実な維持と運用等では、令和４年 2 月２４日のロシアのウクライナ侵攻に

より、世界経済に動揺が走り、株価や債券価格が下落、本協会の時価にも若干の影響がでましたが、

安全安心を基本に配当や利金など確実に実現益が確保できる短期運用を中心に運用した結果、前年

度よりプラスの実績を上げることができました。 

退職共済制度においては、平成２９年度の改正により、数年が経過しましたが、現加入者の積立不

足の状況もあり、給付率の予定利回りの見直しを検討、意見募集を令和３年９月に実施し、令和４年

度より、２％から０．７５％にし、持続可能な退職共済制度の維持を確保していくこととしました。 

 

各事務執行状況の概要は、次のとおりです。 

○ 公益事業会計【福祉法人活動促進会計】関係 

①   退職共済事業については、加入者２６，７３９人、退職給付金として、２，４８４，１３１，８

４０円を給付するなど適正な制度運営を実施しました。 

また、退職共済積立金は、信託報酬や手数料のコスト削減に努め、信託運用に比べリスク対策が

可能で着実に運用益が確保できる短期資産を中心とした自家運用をメインに資産運用を行ってき

ましたが、前年度に引き続き、オミクロン株の新型コロナウイルス感染拡大、前述したロシアのウ

クライナ侵攻もあり、少なからず影響が出ました。 

その結果、当年度末(2021 年度末)の「退職共済引当金及び共済事業未収入金」合わせて約３５４

億円（資産・時価総額）となり、加入者全員の共済掛金累計額(いわゆる元金)約３２９億円に対し、

１０７．２４％と元金の確保ができています。しかし仮に現在の加入者が全員退職した場合の退職

一時金要支給額約３６４億円に対しては９７．３３％という状況となりました。 

 広報普及事業については、広報紙「福利かながわ」で退職共済制度の資産運用の状況の周知や加

盟施設の紹介などを見やすく掲載いたしました。併せてタイムリーな情報をホームページに掲載し、

福利厚生事業の周知をはじめ、協会事業の普及活動に努めました。 

【加入施設と加入者の異動】 

 

 

 

 

 

②   福利厚生事業については、新型コロナウイルスの感染拡大の中、予定通り実施できない事業もあ

りましたが、内容等の変更も行い、資産の運用収益、受託事業などの事業収入等を有効に活用し、

極力加入者のニーズに応え実施するとともに、さらに施設団体等の事務負担軽減や経費節減にもつ

ながるように努めました。 

貸付事業は、加入者の要望に沿い貸付を行いました。 

  

○ 収益事業会計関係 

損害保険代理店事業については、競争の厳しい中、共済契約者をはじめ各施設に対し、保険手続

きや事故対応等、きめ細かで適切なサービスの提供に努めました。 

 令和３年４月１日 増加数 減少数 令和４年３月３１日 

施設・団体数（ヶ所） ８９４   ６   １  ８９９  

加入者数（人） ２６，６９８  ３，１３１  ３，０９０  ２６，７３９  
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Ⅱ 公益事業会計【福祉法人活動促進会計】関係 

1 退職共済事業  

給 付 金                                   (予算額) 

退職一時金……２，５４５人  ２，４８２，３９１，８４０円  (2,700 人   2,457,000,000 円) 

退会一時金……  １７４人       １，７４０，０００円   (  200 人    2,000,000 円) 

 

合 計    ２，７１９人  ２，４８４，１３１，８４０円  (2,900 人  2,477,000,000 円) 

 

２ 福利厚生事業                                  

各社会福祉施設など単独では十分とは言えない福利厚生について、福利協会のスケールメリット

を生かし、コロナ禍の中で参加していただけるよう、内容変更等をし、従事者のニーズに合った事業

を実施しました。                                 (予算額) 

(1) 観劇等（従事者厚生事業費）       事業費 ５，１８３，８６０円     (18,250,000 円) 

資産の運用収益、受託事業の事業収入等を有効に活用し、従事者の激励と日頃の労をねぎらう

ため、次のとおり実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 慶弔等給付事業（短期給付金） 

ア 慶弔給付 

結婚又は死亡のあったとき、それぞれ祝金又は弔慰金を給付しました。      (予算額) 

人  員   ５２１人 給付額  ５，４５０，０００円      (650 人  7,000,000 円) 

イ 長期加入者顕彰 

加入者の長期にわたる貢献に対し、加入期間３０年及び４０年、５０年該当者に記念品を贈り

顕彰しました。 

顕彰者   １１０人 費 用  ２，２００，０００円     (115 人   2,300,000 円) 

（３０年：１０１人、４０年：９人） 

 

(3) その他の福利厚生事業 

ア 施設利用事業 

テーマパークや宿泊施設などと契約を結び、加入者カード等の提示又は共通利用券等の提出に

より、加入者及び同伴者が割引料金で利用できるよう拡大に努めました。 

イ あっせん事業 

デパート、メガネ、旅行及びレンタカーなどの割引利用や、引越し、畳、ふすまの取替えなど

参加人員
人

3 歌舞伎座観劇 1月25日（木）・26日(金) 38 486,400

251
(内家族40)

6 中華街ランチクーポン 1月5日(水)～3月25日 202 982,300

7 劇団四季観劇 10月24日（日） 102 1,172,490

593 5,183,860

協会負担額

2,672,910

※ 横浜スタジアムで野球観戦、バスツアー、東京ディズニーシー１DAYクーポンについては新型コロナ感染予防対策の影響により未実施　　　　　　(予算　2,500人　協会負担金3,400,000円)

4 バスツアー 未実施 ―

合　　計
(内家族40)

―

2 東京ディズニーランド１DAYパスポート 未実施 ―

5 帝国ホテル ランチクーポン 12月1日(水)～2月28日(月) 2,542,670

―

番
号

実　施　内　容 実　施　期　日 事業費(円)

1 横浜スタジアムで野球観戦 未実施 ――
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の業者を指定し、低廉な価格で利用できるようあっせんしたほか、三井住友信託銀行と提携し、

低利な融資利率による住宅・土地資金の融資のあっせんを行いました。 

ウ 積立年金保険事業 

新規加入は終了していますが、現在加入している方の自助年金として積立年金保険の業務を

行いました。                            加入者数 ３７人 

 

(4) 貸付事業                                                                   

資金の貸付を次のとおり行いました。                    (予算額) 

生活資金 貸付件数      ８ 件 貸付金額 ５，０００，０００ 円   ( 8,000,000 円) 

 

住宅・土地資金  貸付件数 ０ 件 貸付金額            ０  円  ( 3,000,000 円) 

 

(5) 福利厚生センター業務受託事業(福祉施設交流事業費)  事業費 ２６，１００，８５０ 円 

(予算額 25,260,000 円） 

社会福祉法人福利厚生センターから事業を受託し、コロナ禍の中で参加していただけるよう、

内容変更等をし、映画前売券あっせんをはじめ、観劇、スポーツ観戦、旅行等の交流事業を実施

しました。               

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 広報普及事業         事 業 費  ２，８７７，０４７円   (予算額 3,000,000 円） 

広報紙「福利かながわ」については、広報委員会の意見等を参考に、視覚に訴え、数字、グラフな

どわかりやすい編集に努め、協会の業務、施設の紹介、加入者等の近況たよりなどをとりまとめ、年

３回発行するとともに、引き続き協会の状況の周知徹底に努め、施設への配架をはじめ加入者全員に

配布したほか、ホームページ等を活用し、協会事業の理解と普及促進に努めました。    

１回の発行部数     ２７，０００ 部 (年３回) 

 

４ 研 修 事 業                                 (予算額) 

(1) 社会福祉施設運営等研修事業（人材育成研修費）  事業費 103，888 円    (900,000 円） 

事業所のニーズに応え、講師を派遣する出張型と参加型オンライン研修を次のテーマで行

いました。 

       ・安全運転セミナー     障害者援護施設・・・・・２９名 

       ・接遇オンラインセミナー  障害者援護施設・・・・・１３名 

 

                                      (予算額) 

(2) 共済等事務研修               事業費   50，603円    (80,000 円）               

イ 退職共済関係等研修事業 

事務研修会は、新型コロナウイルス感染防止の対応として事前申込制とし開催。 

・研修内容：退職共済事業、令和４年度退職共済制度改正について、福利厚生事業等の事務取

扱 等 

区分 内　　容 参加人員 事業費(円)

映画前売券 TOHOシネマズ共通前売券、イオン・109映画共通前売券 3,787 5,201,800

興行チケット 劇団四季観劇、劇団四季コンサート、プロレス観戦 147 1,703,950

旅行・飲食関係 ラフォーレ宿泊、ディズニーシー1dayパスポート、ジェフグルメカード 5,591 19,195,100

26,100,850

(助成費充当額9,249,650)
合計 8事業 9,525

※前年度未実施の繰越分充当に伴う支出増　　　　(予算　8,320人　協会負担金6,400,000円)



 - 4 - 

 

令和４年２月１５日 神奈川県民ホール     ２３人 

令和４年２月１６日 おだわら市民交流センター １８人  

令和４年２月２２日 海老名市文化会館     ３７人 

 

 

Ⅲ 収益事業関係 

１ 損害保険代理店事業 

三井住友海上火災保険（株）の代理店として、共済契約者をはじめ施設等を対象に火災、自動車及

び新種の各種損害保険業務を行いました。 

・手数料収入  ７，９１１，８３８円              (予算額 6,500,000 円) 

 

 

 

 

 

Ⅳ その他 

１ 管 理 運 営 

理事会（３回）、評議員会（３回）、監事会（１回）、運営委員会（５回・書面協議１回）、資産運用

委員会（５回・書面協議１回）、貸付運営委員会（書面審査７回）及び広報委員会（２回・書面協議

１回）役員選出委員会（１回）を開催し、協会運営に関する重要事項を審議しました。 

 

  

 

内訳 

火災保険  3,860,633 円 

自動車保険 2,366,639 円 

新種保険  1,684,566 円 



     （単位：円）

科　　　　　　　　　  目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  資  産  の  部

１．流  動  資  産

現 金 54,392 93,469 △ 39,077

預 金 40,167,258 38,412,947 1,754,311

未 収 金 608,749 888,512 △ 279,763

流動資産合計 40,830,399 39,394,928 1,435,471

２．固  定  資  産

(1) 基　本　財　産

定 期 預 金 1,000,000 1,000,000 0

基本財産合計 1,000,000 1,000,000 0

(2) 特　定　資　産

退 職 給 付 引 当 資 産 32,472,840 52,947,064 △ 20,474,224

退 職 共 済 引 当 資 産 35,017,251,673 33,466,152,215 1,551,099,458

共 済 事 業 未 収 金 292,255,090 286,944,550 5,310,540

特定資産合計 35,341,979,603 33,806,043,829 1,535,935,774

(3) その他固定資産

建 物 274,251 295,060 △ 20,809

什 器 備 品 1 3,924 △ 3,923

ソ フ ト ウ ェ ア 377,055 592,515 △ 215,460

長 期 貸 付 金 9,166,135 6,976,220 2,189,915

支 払 請 求 権 3,080,969 3,080,969 0

貸 倒 引 当 金 △ 1,540,484 △ 1,540,484 0

電 話 加 入 権 153,600 153,600 0

差 入 保 証 金 772,200 858,000 △ 85,800

長 期 前 払 費 用 71,500 178,750 △ 107,250

その他固定資産合計 12,355,227 10,598,554 1,756,673

固定資産合計 35,355,334,830 33,817,642,383 1,537,692,447

資産合計 35,396,165,229 33,857,037,311 1,539,127,918

Ⅱ  負  債  の  部

１．流  動  負  債

未 払 金 3,110,239 1,198,266 1,911,973

未 払 法 人 税 等 253,500 504,600 △ 251,100

前 受 金 35,100 27,000 8,100

預 り 金 1,522,875 781,071 741,804

役 員 賞 与 引 当 金 216,667 466,667 △ 250,000

賞 与 引 当 金 2,655,864 2,402,290 253,574

流動負債合計 7,794,245 5,379,894 2,414,351

２．固  定  負  債

退 職 給 付 引 当 金 32,472,840 52,947,064 △ 20,474,224

退 職 共 済 引 当 金 35,334,506,763 33,778,096,765 1,556,409,998

固定負債合計 35,366,979,603 33,831,043,829 1,535,935,774

負債合計 35,374,773,848 33,836,423,723 1,538,350,125

Ⅲ  正 味 財 産 の 部

１．指定正味財産 1,000,000 1,000,000 0

（うち基本財産への充当額） ( 1,000,000 ) ( 1,000,000 ) ( 0 )

（うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

２．一般正味財産 20,391,381 19,613,588 777,793

（うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

（うち特定資産への充当額） ( △ 25,000,000 ) ( △ 25,000,000 ) ( 0 )

正味財産合計 21,391,381 20,613,588 777,793

負債及び正味財産合計 35,396,165,229 33,857,037,311 1,539,127,918

貸　借　対　照　表
令和４年３月３１日 現在

令和３年度決算書
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     （単位：円）
公益目的事業会計 収益事業等会計

Ⅰ  資  産  の  部

１．流  動  資  産

現 金 54,392 54,392

預 金 14,318,761 25,003,695 844,802 40,167,258

未 収 金 608,749 608,749

内 部 貸 借 10,520,091 8,012,110 △ 18,532,201 0

流動資産合計 24,838,852 25,612,444 8,911,304 △ 18,532,201 40,830,399

２．固  定  資  産

(1) 基　本　財　産

定 期 預 金 1,000,000 1,000,000

基本財産合計 0 0 1,000,000 0 1,000,000

(2) 特　定　資　産

退 職 給 付 引 当 資 産 32,472,840 32,472,840

退 職 共 済 引 当 資 産 35,017,251,673 35,017,251,673

共 済 事 業 未 収 金 292,255,090 292,255,090

特定資産合計 35,309,506,763 0 32,472,840 0 35,341,979,603

(3) その他固定資産

建 物 274,251 274,251

什 器 備 品 1 1

ソ フ ト ウ ェ ア 339,349 37,706 377,055

長 期 貸 付 金 9,166,135 9,166,135

支 払 請 求 権 3,080,969 3,080,969

貸 倒 引 当 金 △ 1,540,484 △ 1,540,484

電 話 加 入 権 153,600 153,600

差 入 保 証 金 772,200 772,200

長 期 前 払 費 用 71,500 71,500

その他固定資産合計 11,045,969 0 1,309,258 0 12,355,227

固定資産合計 35,320,552,732 0 34,782,098 0 35,355,334,830

資産合計 35,345,391,584 25,612,444 43,693,402 △ 18,532,201 35,396,165,229

Ⅱ  負  債  の  部

１．流  動  負  債

未 払 金 2,433,170 355,000 322,069 3,110,239

未 払 法 人 税 等 253,500 253,500

前 受 金 35,100 35,100

預 り 金 987,436 535,439 1,522,875

役 員 賞 与 引 当 金 152,500 64,167 216,667

賞 与 引 当 金 2,183,653 212,094 260,117 2,655,864

内 部 貸 借 5,092,962 8,467,114 4,972,125 △ 18,532,201 0

流動負債合計 10,884,821 9,287,708 6,153,917 △ 18,532,201 7,794,245

２．固  定  負  債

退 職 給 付 引 当 金 32,472,840 32,472,840

退 職 共 済 引 当 金 35,334,506,763 35,334,506,763

固定負債合計 35,334,506,763 0 32,472,840 0 35,366,979,603

負債合計 35,345,391,584 9,287,708 38,626,757 △ 18,532,201 35,374,773,848

Ⅲ  正 味 財 産 の 部

１．指定正味財産 0 0 1,000,000 1,000,000

（うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 1,000,000 ) ( 1,000,000 )

（うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

２．一般正味財産 0 16,324,736 4,066,645 20,391,381

（うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

（うち特定資産への充当額） ( △ 25,000,000 ) ( 0 ) ( 0 ) ( △ 25,000,000 )

正味財産合計 0 16,324,736 5,066,645 0 21,391,381

負債及び正味財産合計 35,345,391,584 25,612,444 43,693,402 △ 18,532,201 35,396,165,229

科　　　　　　  目

貸 借 対 照 表 内 訳 表
令和４年３月３１日 現在

福祉法人活動促進事業 損害保険代理店事業
法人会計 内部取引消去 合計

‐6‐



（単位：円）

当年度 前年度 増　減

（１）経常収益
   ①掛  金 3,727,238,400 3,679,066,980 48,171,420

共済掛金 3,727,238,400 3,679,066,980 48,171,420

   ②受取手数料 8,793,382 11,951,414 △ 3,158,032
厚生事業斡旋手数料 760,534 923,037 △ 162,503
積立年金保険手数料 121,010 141,300 △ 20,290
火災保険手数料 3,860,633 5,937,254 △ 2,076,621
自動車保険手数料 2,366,639 3,140,290 △ 773,651
新種保険手数料 1,684,566 1,809,533 △ 124,967

   ③財産収益 603,242,552 469,163,305 134,079,247
基本資産運用益 20 100 △ 80
特定資産運用益 603,242,532 469,163,205 134,079,327

   ④償還金収益 252,600 230,242 22,358
生活資金貸付金利息 250,958 222,405 28,553
住宅資金貸付金利息 1,642 7,837 △ 6,195

   ⑤雑収入 29,119,727 47,188 29,072,539
退職給付引当金戻入益 26,342,688 26,342,688
退職共済掛金累計超過額 2,754,330 2,754,330
雑収入 22,709 47,188 △ 24,479

   ⑥退職共済引当金戻入益 2,940,744,751 2,402,496,592 538,248,159
退職共済引当金戻入益 2,940,744,751 2,402,496,592 538,248,159

   ⑦受取委託金 1,668,000 1,551,000 117,000
業務委託金 1,668,000 1,551,000 117,000

   ⑧受取助成金 6,648,000 6,389,000 259,000
交流事業助成金 6,648,000 6,389,000 259,000

経常収益計 7,317,707,412 6,570,895,721 746,811,691

（２）経常費用
   ①事業費　 7,007,212,984 9,029,407,963 △ 2,022,194,979
     ア 給付金 2,484,131,840 2,143,896,450 340,235,390

　退職一時金 2,482,391,840 2,142,106,450 340,285,390
　退会一時金 1,740,000 1,790,000 △ 50,000

     イ 短期給付金 7,650,000 7,150,000 500,000
　慶弔金 5,450,000 5,130,000 320,000
　長期加入者顕彰費 2,200,000 2,020,000 180,000

     ウ 従事者厚生事業費 2,770,910 1,166,800 1,604,110
　従事者厚生事業費 2,672,910 1,068,800 1,604,110
　啓発促進費 98,000 98,000 0

     エ 福祉施設交流事業費 9,249,650 4,795,280 4,454,370
　交流会費 9,249,650 4,795,280 4,454,370

     オ 退職共済引当金繰入 4,500,379,046 6,869,598,344 △ 2,369,219,298
　退職共済引当金繰入額 4,497,154,749 6,866,340,900 △ 2,369,186,151
　年金信託運用費 3,224,297 3,257,444 △ 33,147

 　  カ 広報普及事業費 2,877,047 2,801,089 75,958
　広報費 2,877,047 2,801,089 75,958

     キ 研修事業費 154,491 0 154,491
　人材育成研修費 103,888 103,888
　共済等事務研修費 50,603 50,603

正味財産増減計算書

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 　１ 経常増減の部

科　　　　　　　　　　目

令和３年４月１日 から 令和４年３月３１日 まで
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（単位：円）

当年度 前年度 増　減

正味財産増減計算書

科　　　　　　　　　　目

令和３年４月１日 から 令和４年３月３１日 まで

   ②管理費　 95,981,163 62,675,433 33,305,730
役員報酬 8,262,333 7,927,333 335,000
報 　酬 3,249,808 2,412,933 836,875
給料手当 23,959,055 26,159,661 △ 2,200,606
福利厚生費 4,819,487 5,335,456 △ 515,969
退職金 29,097,018 29,097,018
会議費 115,343 132,486 △ 17,143
旅費交通費 477,370 381,990 95,380
通信運搬費 2,480,609 2,467,355 13,254
消耗品費 1,173,338 1,920,349 △ 747,011
広報費 49,137 49,137 0
印刷製本費 280,500 293,700 △ 13,200
賃借料 3,620,202 2,023,539 1,596,663
保険料 186,210 207,420 △ 21,210
租税公課 617,480 4,600 612,880
支払負担金 558,525 902,419 △ 343,894
支払手数料 2,009,040 2,003,320 5,720
委託費 5,625,780 4,179,153 1,446,627
雑　 費 188,011 317,426 △ 129,415
販売促進費 144,930 149,298 △ 4,368
退職給付費用 5,868,464 2,684,367 3,184,097
賞与引当金繰入額 2,872,531 2,868,957 3,574
減価償却費 240,192 254,534 △ 14,342
保証金償却 85,800 85,800

経常費用計 7,103,194,147 9,092,083,396 △ 1,988,889,249

評価損益等調整前当期経常増減額 214,513,265 △ 2,521,187,675 2,735,700,940

特定資産評価損益 △ 263,114,143 2,440,052,678 △ 2,703,166,821
特定資産売却損益 49,632,171 83,679,752 △ 34,047,581

当期経常増減額 1,031,293 2,544,755 △ 1,513,462

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0
（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 1,031,293 2,544,755 △ 1,513,462

法人税、住民税及び事業税 253,500 535,300 △ 281,800

当期一般正味財産増減額 777,793 2,009,455 △ 1,231,662

一般正味財産期首残高 19,613,588 17,604,133 2,009,455

一般正味財産期末残高 20,391,381 19,613,588 777,793

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 1,000,000 1,000,000 0

指定正味財産期末残高 1,000,000 1,000,000 0

21,391,381 20,613,588 777,793

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

 　２ 経常外増減の部
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（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

福祉法人活動促進事業 損害保険代理店事業

（１）経常収益
   ①掛  金 3,727,238,400 3,727,238,400

共済掛金 3,727,238,400 3,727,238,400

   ②受取手数料 881,544 7,911,838 8,793,382
厚生事業斡旋手数料 760,534 760,534
積立年金保険手数料 121,010 121,010
火災保険手数料 3,860,633 3,860,633
自動車保険手数料 2,366,639 2,366,639
新種保険手数料 1,684,566 1,684,566

   ③財産収益 586,189,795 17,052,757 603,242,552
基本資産運用益 20 20
特定資産運用益 586,189,795 17,052,737 603,242,532

   ④償還金収益 252,600 252,600
生活資金貸付金利息 250,958 250,958
住宅資金貸付金利息 1,642 1,642

   ⑤雑収入 1,030 29,118,697 29,119,727
退職給付引当金戻入益 26,342,688 26,342,688
退職共済掛金累計超過額 2,754,330 2,754,330
雑収入 1,030 21,679 22,709

   ⑥退職共済引当金戻入益 2,940,744,751 2,940,744,751

退職共済引当金戻入益 2,940,744,751 2,940,744,751

   ⑦受取委託金 1,668,000 1,668,000
業務委託金 1,668,000 1,668,000

   ⑧受取助成金 6,648,000 6,648,000
交流事業助成金 6,648,000 6,648,000

経常収益計 7,263,624,120 7,911,838 46,171,454 0 7,317,707,412
（２）経常費用
   ①事業費　 7,007,212,984 0 0 0 7,007,212,984
     ア 給付金 2,484,131,840 2,484,131,840

　退職一時金 2,482,391,840 2,482,391,840

　退会一時金 1,740,000 1,740,000

     イ 短期給付金 7,650,000 7,650,000
　慶弔金 5,450,000 5,450,000
　長期加入者顕彰費 2,200,000 2,200,000

     ウ 従事者厚生事業費 2,770,910 2,770,910
　従事者厚生事業費 2,672,910 2,672,910
　啓発促進費 98,000 98,000

     エ 福祉施設交流事業費 9,249,650 9,249,650
　交流会費 9,249,650 9,249,650

     オ 退職共済引当金繰入 4,500,379,046 4,500,379,046
　退職共済引当金繰入額 4,497,154,749 4,497,154,749
　年金信託運用費 3,224,297 3,224,297

 　  カ 広報普及事業費 2,877,047 2,877,047
　広報費 2,877,047 2,877,047

     キ 研修事業費 154,491 154,491
　人材育成研修費 103,888 103,888
　共済等事務研修費 50,603 50,603

正味財産増減計算書内訳表

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 　１ 経常増減の部

科　　　　　　　　　　目 法人会計 内部取引消去 合計

令和３年４月１日 から 令和４年３月３１日 まで
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（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

福祉法人活動促進事業 損害保険代理店事業

正味財産増減計算書内訳表

科　　　　　　　　　　目 法人会計 内部取引消去 合計

令和３年４月１日 から 令和４年３月３１日 まで

   ②管理費　 43,921,936 5,887,773 46,171,454 0 95,981,163
役員報酬 5,385,000 2,877,333 8,262,333
報 　酬 10,000 3,239,808 3,249,808

給料手当 17,139,891 3,914,905 2,904,259 23,959,055
福利厚生費 3,503,747 699,263 616,477 4,819,487
退職金 29,097,018 29,097,018
会議費 115,343 115,343
旅費交通費 227,224 25,670 224,476 477,370
通信運搬費 2,218,242 82,150 180,217 2,480,609
消耗品費 1,009,489 48,048 115,801 1,173,338
広報費 49,137 49,137
印刷製本費 280,500 280,500
賃借料 3,133,160 162,347 324,695 3,620,202
保険料 158,279 9,310 18,621 186,210
租税公課 109,100 502,500 5,880 617,480
支払負担金 358,937 11,996 187,592 558,525
支払手数料 1,865,204 330 143,506 2,009,040
委託費 5,538,169 13,180 74,431 5,625,780
雑　 費 85,000 103,011 188,011
販売促進費 144,930 144,930
退職給付費用 320,790 61,050 5,486,624 5,868,464
賞与引当金繰入額 2,336,153 212,094 324,284 2,872,531
減価償却費 193,914 46,278 240,192
保証金却費 85,800 85,800

経常費用計 7,051,134,920 5,887,773 46,171,454 0 7,103,194,147

評価損益等調整前当期経常増減額 212,489,200 2,024,065 0 0 214,513,265

特定資産評価損益 △ 263,114,143 △ 263,114,143
特定資産売却損益 49,632,171 49,632,171

当期経常増減額 △ 992,772 2,024,065 0 0 1,031,293

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0
（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 992,772 2,024,065 0 1,031,293

他会計振替額 992,772 △ 992,772 0

税引前当期一般正味財産増減額 0 1,031,293 0 0 1,031,293

法人税、住民税及び事業税 253,500 253,500

当期一般正味財産増減額 0 777,793 0 0 777,793

一般正味財産期首残高 0 15,546,943 4,066,645 19,613,588

一般正味財産期末残高 0 16,324,736 4,066,645 0 20,391,381

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 1,000,000 0 1,000,000

指定正味財産期末残高 0 0 1,000,000 0 1,000,000

0 16,324,736 5,066,645 0 21,391,381

 　２ 経常外増減の部

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

‐4‐



     （単位：円）

使用目的等 金　額

（流  動  資  産）

手許現金 法人会計の運営資金 54,392

普通預金　横浜銀行　横浜駅前支店 公益目的事業会計 14,318,761

普通預金　横浜銀行　横浜駅前支店 収益事業等会計 25,003,695

普通預金　横浜銀行　横浜駅前支店 法人会計 844,802

（小計） 40,167,258

三井住友海上火災保険（３月分保険手数料） 収益事業等会計 608,749

40,830,399

（固  定  資  産）

基 　本 　財　 産

三菱ＵＦＪ信託銀行　横浜駅西口支店 運用益を法人会計の財源として使用 1,000,000

特　 定　 資　 産

退職給付引当資産 当座預金　UBS銀行　東京支店 従業員の退職に備えて積立 15,880,378

定期預金　横浜銀行　横浜駅前支店 　　　　　　　〃 9,427,462

退職共済掛金事業主拠出金累計 　　　　　　　〃 7,165,000

（小計） 32,472,840

退職共済引当資産 年金信託　三菱UFJ信託銀行 公益目的事業会計の退職共済事業 1,067,283,305

当座預金　UBS銀行　東京支店 　　　　　　　〃 1,000,000,000

普通預金　横浜銀行　横浜駅前支店 　　　　　　　〃 269,475,865

仕組預金　UBS銀行　東京支店 　　　　　　　〃 13,972,160,222

外国証券　UBS SuMi TRUSTｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 　　　　　　　〃 3,263,769,993

投資信託　UBS SuMi TRUSTｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 　　　　　　　〃 1,041,180,393

投資信託　野村證券　横浜支店 　　　　　　　〃 2,356,490,000

上場投資　野村證券　横浜支店 　　　　　　　〃 694,404,100

ユーロ債　野村證券　横浜支店 　　　　　　　〃 3,735,060,000

預け金     野村證券　横浜支店 　　　　　　　〃 891,201,472

投資一任口座　UBS SuMi TRUSTｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 　　　　　　　〃 2,841,504,521

投資一任口座　野村證券　横浜支店 　　　　　　　〃 3,884,721,802

（小計） 35,017,251,673

令和３年度退職共済掛金 公益目的事業会計の退職共済事業 292,255,090

（退職共済資産計） 35,309,506,763

その他固定資産

横浜市中区万代町1-2-4横浜タナベビル 法人会計 事務室賃借に係る電気設備工事 274,251

横浜市中区万代町1-2-4横浜タナベビル 法人会計にて使用するプリンター（１台） 1

横浜市中区万代町1-2-4横浜タナベビル 377,055

生活資金貸付 9,166,135

住宅・土地資金貸付 0

（小計） 9,166,135

三菱UFJ信託銀行（一任契約）　ラトナファンドＳＰＶ 公益目的事業会計 3,080,969
回収待機債権

支払請求権に対して引当 △ 1,540,484

什 器 備 品

支 払 請 求 権

長 期 貸 付 金

主として公益目的事業会計と法人会計で
使用する会計システム

建 物

ソ フ ト ウ ェ ア

財　　産　　目　　録
令和４年３月３１日　現在

貸借対照表科目 場　所　等

現 金

預 金

共済事業未収金

未 収 金

流動資産合計

定 期 預 金

公益目的保有財産であり公益目的事業
会計における共済貸付の用に供されて
いる

貸 倒 引 当 金
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     （単位：円）

使用目的等 金　額

財　　産　　目　　録
令和４年３月３１日　現在

貸借対照表科目 場　所　等

２回線 153,600

横浜市中区万代町1-2-4横浜タナベビル 法人会計 事務室賃借に係る保証金 772,200

横浜市中区万代町1-2-4横浜タナベビル 法人会計 事務室賃借に係る保証委託料 71,500

35,355,334,830

35,396,165,229

     （単位：円）

使用目的等 金　額

（流  動  負  債）

共済システムプログラム改修料 公益目的事業会計 1,980,000

共済システム保守料 公益目的事業会計 330,000

確定消費税額 公益目的事業会計と収益事業等会計 464,100

社会保険料ほか 法人会計ほか 336,139

（小計） 3,110,239

法人税、法人市県民税等 収益事業等会計 253,500

退職共済掛金 公益目的事業会計の退職共済事業 35,100

社会保険料 法人会計 268,937

源泉所得税 法人会計 266,502

積立年金保険料 公益目的事業会計の福利厚生事業 110,000

福利厚生事業参加費 公益目的事業会計の福利厚生事業 877,436

（小計） 1,522,875

役員に対するもの 賞与の支払に対して引当 216,667

従業員に対するもの 　　　　　　〃 2,655,864

7,794,245

（固  定  負  債）

従業員に対するもの 退職金の支払いに備えて引当 32,472,840

退職共済掛金に対するもの 退職共済金等の支払に備えて引当 35,334,506,763

35,366,979,603

35,374,773,848

21,391,381

資産合計

貸借対照表科目

固定資産合計

公益目的保有財産であり各会計の事業
の用に供されている

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

場　所　等

正味財産合計

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

前 受 金

負債合計

退職共済引当金

固定負債合計

役員賞与引当金

流動負債合計

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

電 話 加 入 権
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